
 

 

 

 

                              

労働者福祉と協同組合 

 

 

 

 

【講義の主なポイント】 

・日本での労働組合活動の始まりは 1886年に雨宮製糸工場での女性労働者によ

るストライキからである。その後、日本で最初の労働組合「期成会」が 1897

年に結成され労働組合が広がった。 

・資本主義経済の弊害是正や庶民の安定した暮らしを目的に産業組合法が制定

された。各地に産業組合が設立され、これが農協や漁協、信用金庫、信用協同

組合の母体となったのである。 

・1945 年に労働組合法が制定された。いち早く活動を始めたのが日本協同組合

同盟であり、賀川豊彦を中心に各地で生協がつくられていった。 

・中央労福協は、生活物資を共同調達するために設立された。創業の精神は、「福

祉はひとつ」である。労働者自主福祉事業は、組合員および会員に最大の奉仕

をすることを目的とし営利を目的としていない。これが企業との違いである。 

・労働金庫は、中小企業者や農民など資力の弱い者が組合員となり、相互に資金

融通を図る相互扶助的な組合金融機関として設立された。 

・こくみん共済 coopは、労働者の手で共済をとの願いから全国共済団体連絡会

議が設置されたことに始まる。新潟地震では全国の労働組合が連帯の力で掛

金収入を上回る見舞金給付をおこない労働者共済事業の社会的価値を得た。 

・労働者の住宅問題は、戦後復興期から高度経済成長期に至るまで一貫して深刻

な社会問題であった。労働者福祉運動は労働金庫の発展と共に進められ定着

してきたが、住宅生協の運動も同様の経過を歩んだ。 

・労働運動がめざす連帯社会とは、いい時も悪い時も支え合う、お互いの違いを

認め合い、他人との多少の煩わしい関係も受け入れながら、みんなが少しずつ

折り合いをつけながら生きていく社会である。 

  三重大学 人文学部  

法律経済学科 

「協同組合論」 
  

木村 敬明／三重県労働者福祉協議会専務理事 

 
第 12回（1月 9日）：受講 49名（受講生 43名・聴講＆スタッフ 6名） 

労働者福祉協議会は労働者自主福祉運動を推進している。労働運動の原点は

弱者の協同でよりよいくらしをつくってきたことである。福祉事業団体の利用

推進を方針に掲げる労働組合が減少してきた。忘れられつつある歴史を危惧す

る。設立当時に立ち返り労働組合と福祉事業団体がともに運動する主体である

という自覚を呼び起こすことが大事であり、それが組合員の利用につながる。 
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第１２回講義…受講生の感想レポート（一部抜粋） 

Ａさん（２年生） 

Ｂさん（３年生） 

 
Ｃさん（２年生） 

 



Ｄさん（２年生） 

 

Ｅさん（３年生） 

 
 



Ｆさん（２年生） 

 

Ｇさん（２年生） 

 


